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Ⅰ．はじめに

本論の目的は，新地方公会計制度における基準モデルの現状と課題を明らかにすることで

ある。そのために，まず では北海道における基準モデルの整備状況について確認する。ま

た では，基準モデルを採用している滝川市を例にとって実際に財務分析を行う。 は本論

のまとめである。

Ⅱ-1．新地方公会計制度導入の目的と経緯

地方自治体の会計制度に企業会計の考え方を取り入れようとする動きは，中央政府主導で

はなく，昭和62年度に熊本県や三重県などの先進的な自治体 から始まったと言われてい

る 。先進自治体は，行財政改革を進めるためにこうした企業会計的手法を取り入れながら

それぞれの考え方によって工夫を凝らした取り組みを進めてきた。しかし，そこでは各自治

体の取り組みには差があり，作成方法の適切性や他団体との比較可能性に限界があることが
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課題となっていた 。

こうした課題を受けて総務省（旧自治省）は，2000年３月に「地方公共団体の総合的な財

政分析に関する調査研究会報告書」を公表し，地方自治体のバランスシート作成方法を比較

可能な方法に統一した。翌年の2001年３月には行政コスト計算書と地方公共団体全体のバラ

ンスシートも提示し，それらは「総務省方式」と呼ばれ，各地方自治体の財務諸表作成のマ

ニュアルとして浸透していった。

その後，2006年には「新地方公会計制度研究会報告書」を公表し，本稿の分析対象となっ

ている「基準モデル」や「総務省方式改訂モデル 」が示されることとなった。この報告書

は，国や民間企業との整合性の確保などが配慮され，資産・負債の適切な管理，世代間負担

の衡平，決算情報の予算編成などへの活用を推進するために地方自治体が参考にするべき財

務書類のモデルを示したものである。

一方の中央でも，1999年に経済戦略会議から公表された「日本経済再生への戦略」におい

て，公会計制度の改善が要請されている。具体的には，「公的部門の効率化・スリム化を進

めていく上での大前提として，また，政策の事後評価を行う観点から決算はこれまで以上に

重視されるべきであり，中央政府（特殊法人等を含む）及び地方公共団体（外郭団体を含

む）のいずれにおいても以下のような方向を基本に会計制度等の抜本的改革を進め，会計財

務情報基盤を整備する必要がある」と答申されている 。

ここで確認しておきたいのが，これらの先進自治体や中央が地方自治体の会計制度に企業

会計の考え方を導入しようとしたその目的である。例えば，先進自治体である三重県では，

発生主義会計の導入を，行政システム改革において最小の費用で最大の効果をあげるという

「簡素・効率」カテゴリーの中に明確に位置付けている。また副次的には，税金の使途（県

民へのサービスの内容等）を明らかにするという「公開・参画」を実現する手立てとして期

待されている 。また，先述の経済戦略会議の答申においても，公会計が公的部門の改善・

スリム化の前提となっている点や会計制度が会計財務情報基盤として必要とされている点が

注目される。つまり，地方自治体の会計に企業会計の考え方を取り入れようとする動きは，

夕張市などに代表されるような財政基盤が盤石でない自治体を発見することが目的なのでは

なく，財務情報基盤として整備された会計制度を継続的に用いて自らのマネジメントに活用

し，行政の効率化・スリム化に資することであり，また副次的に説明責任の履行を強化する

ことにあることがわかる。

また，行政の効率化・スリム化や説明責任の履行を強化するために新地方公会計制度が導

入されるのであるから，新しい制度の下で作成される財務書類は作成そのものが目的なので

はなく，それらを用いた分析や評価が，行政や市民によって行われ，何らかの行動に結びつ
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いていくことが不可欠である。

Ⅱ-2．新地方公会計制度の整備状況

先程，2006年に「新地方公会計制度研究会報告書」が公表されたと述べたが，これによっ

て地方自治体に財務書類を作成することが強制されたわけではない。しかし，2007年の総務

省自治財政局長による「公会計の整備推進について」という通知により各自治体は，財務書

類の整備が要求され，その必要性を認識している状況にある。この通知では，取り組みが進

んでいる団体，都道府県，人口３万人以上の都市は，2010年までに，取り組みが進んでいな

い団体，町村，人口３万人未満の都市は，2012年までに貸借対照表，行政コスト計算書，資

金収支計算書，純資産変動計算書の４表（以下財務４表）の整備又は財務４表の作成に必要

な情報の開示に取り組むこととされている。

そのような状況の中で，全団体の94.5％にあたる1,691団体が着手済み（作成済及び作成

中の合計）であり，政令指定都市を除く市区町村レベルでも94.3％が着手済みである 。実

質的にはほとんどの地方自治体で財務４表作成に着手していると言ってよいだろう。1,691

団体における着手済み財務４表のモデル別の状況については，基準モデルを採用している団

体が12.7％，改訂モデルを採用しているのが83.9％であり，多くの団体は改訂モデルを採用

している。これは上述したように３年，あるいは５年という短い期間で財務４表への対応が

求められている各団体にとって改訂モデルの方が対応しやすいことに理由があると思われ

る。改訂モデルは，すでに普及している決算統計等を一部活用する旧総務省方式の作成方法

を一部継承していることや固定資産台帳の整備についても段階的に行っていけば良い。この

ことから，多くの自治体が取り組みやすく，早期に整備効果が発現しやすい 。

Ⅱ-3．北海道における基準モデルの整備状況

ここでは，北海道における基準モデルの整備状況を確認し，その課題を抽出したい。北海

道での状況を確認するにあたり，各市町村の取り組み状況に関しては，北海道のホームペー

新地方公会計制度における基準モデルの現状と課題

(図表Ⅱ-1)北海道における着手済み財務４表のモデル別状況

北海道 全 国

団体数 構成比 団体数 構成比

基準モデル 25 31.6 215 12.7

改訂モデル 49 62.0 1,418 83.9

その他モデル 5 6.3 58 3.4

合計 79 100 1,691 100
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ジを参照した 。それによると，176団体のうち，79団体の財務書類を確認することができ

る 。

新公会計制度で財務４表を作成している団体は79団体と少ない印象を受けるが，全国では

94.5％が着手済みであることを考えると，作成していない97団体の多くが着手はしたものの

まだ公表には至っていない，あるいは財務４表の作成は完了しているが公表していないとい

うことが予測される 。また，基準モデルを採用している団体の構成比が全国に対して

31.6％と高い。これは，基準モデルで財務４表を作成した団体の方が改訂モデルを採用して

いる団体よりも積極的に開示している結果であると思われる 。

(図表 -2）北海道において基準モデルを採用している市町村一覧

作成年度
ID 管内名 市町村名

団体
区分

市町村
類型 20年度 21年度 22年度 23年度

１ 空知総合振興局管内 滝川市 都市 －１ ● ●

２ 石狩振興局管内 北広島市 都市 －１ ● ● ● ●

３ 石狩振興局管内 石狩市 都市 －１ ● ● ●

４ 石狩振興局管内 当別町 町村 －２ ● ●

５ 後志総合振興局管内 ニセコ町 町村 －０

６ 後志総合振興局管内 留寿都村 町村 －０ ●

７ 後志総合振興局管内 仁木町 町村 －０ ●

８ 胆振総合振興局管内 洞爺湖町 町村 －２ ● ●

９ 渡島総合振興局管内 福島町 町村 －１ ●

10 渡島総合振興局管内 森町 町村 －０ ●

11 渡島総合振興局管内 長万部町 町村 －２ ●

12 上川総合振興局管内 旭川市 都市 中核市 ●(改訂) ● ● ●

13 上川総合振興局管内 士別市 都市 －１ ●(改訂) ●(改訂) ●

14 上川総合振興局管内 東神楽町 町村 －０ ●

15 上川総合振興局管内 上富良野町 町村 －０

16 上川総合振興局管内 南富良野町 町村 －０ ●

17 上川総合振興局管内 下川町 町村 －０ ● ●

18 上川総合振興局管内 音威子府村 町村 －２

19 留萌振興局管内 留萌市 都市 －３ ●

20 宗谷総合振興局管内 猿払村 町村 －０ ●

21 オホーツク総合振興局管内 訓子府町 町村 －０

22 オホーツク総合振興局管内 置戸町 町村 －０ ● ●

23 オホーツク総合振興局管内 佐呂間町 町村 －０ ●

24 オホーツク総合振興局管内 湧別町 町村 －０ ●

25 根室振興局管内 別海町 町村 －０ ●

出典）筆者作成
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基準モデルを採用している25団体のうち，16団体（64％）は平成22年度決算から開示を始

めている。これは，2007年の総務省自治財政局長による通知において，2010年までに，取り

組みが進んでいない団体，町村，人口３万人未満の都市は，2012年までに財務４表の整備又

は 財務４表の作成に必要な情報の開示に取り組むこととされていることがその理由であろ

う。事実，平成22年度決算から作成を始めている16団体の全てが，町村あるいは人口３万人

以下の都市である。

北海道における基準モデルの採用状況を確認することでいくつかの問題点を指摘すること

ができる。最大の問題点は，財務４表の開示までにかなりの時間が経過してしまっているた

め著しく適時性を欠くということである。基準モデルを採用している25団体のうち，平成24

年度である現在（2013年１月６日）の段階で，前年度である平成23年度の財務４表を確認で

きるのは５つの団体（北広島市，当別町，旭川市，下川町，置戸町）しかない 。中には滝

川市のように21年度から更新されていない団体も存在する。これでは，新地方公会計制度を

導入する目的である，行政の効率化・スリム化や説明責任履行の強化に資することはできな

い。

このように適時性を損なわせる原因の一つは，複式簿記を用いずに財務４表を作成する実

務であろう。基本的には複式簿記での記帳を前提とする基準モデルでも，導入に向けた過渡

的な方法として表計算ソフトを利用して普通会計の決算情報を組み替えることによって簡便

に財務４表を作成する簡便作成法（決算組替法）がある 。この方法によると，どれだけ早

くても現金主義による決算の終了を待たなければならない。そうして適時性が失われること

によって，発生主義による会計情報を効率化のために用いる有用性が低下してしまうのであ

る。適時性を確保し，会計情報の有用性を高めるためには複式簿記を導入し，期中における

取引発生時に都度記録していくシステムに変えていかなければならない。

もうひとつは，新地方公会計制度を地方自治体が自ら有効に利活用していこうとする意識

に欠けていることがあげられる。より具体的には，ストック情報などを利用して行政を効率

化・スリム化していくことや，財務４表を市民にわかりやすく情報提供することで透明性を

高めて行こうとする意識である。地方公会計についての先進自治体では発生主義に基づいて

得られるデータをもとに行政サービスの効率化に成功している 。こうした自治体は当初か

ら行政を効率化するために財務会計情報のあり方やその活用の方法について創意工夫をし続

けている。また，発生主義に基づく財務４表を公表することによって，市民は税金などの形

で行政へ委託した結果を評価することができる。しかし，市民が現行の現金主義による公会

計制度ではわからない行政のパフォーマンスについて，財務４表を用いて評価するにも，新

しい情報でなければ意味がない。
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このように，北海道における基準モデルの適用状況をみていくと，複式簿記の導入が遅れ

ていることや，発生主義に基づく情報を更に有効に活用していく意識が薄いことから情報提

供の適時性が大きく損なわれており，その結果として基準モデルによる会計情報の有用性が

失われている問題点があることが指摘できる。

Ⅲ-1．基準モデルを用いた財務分析の事例―滝川市の事例

ここでは新地方公会計制度における基準モデルに基づいて一般に公表されている財務デー

タを用いて分析を行う。新地方公会制度を整備する目的は，行政の効率化・スリム化や説明

責任の履行を強化するためであるが，後者の説明責任の履行強化については，一般に公開さ

れている情報をもとに住民が実際に行政のパフォーマンスを評価できることが重要である。

そこで，現状のディスクロージャーレベルでどの程度のことが理解できるかを確認し，その

課題を明らかにすることには一定の意味を見出しうると思われる。そのために，北海道にお

ける事例として滝川市を中心にとりあげ，説明責任の履行を強化するという観点から，住民

の情報ニーズに基づいた財務分析を行うこととする。また，その比較対象として石狩市と北

広島市をとりあげる 。

Ⅲ-2．住民の情報ニーズ

新地方公会制度の情報利用者については，住民，議会，地方債への投資家，行政内部者

（首長などの執行機関），職員，その他外部利用者（メディア等）など多様な主体があげられ

るが，地方自治体の説明責任は第一義的に住民に対して果たされるべきものである から，

ここでは財務４表の主要な利用者として住民を想定する。

住民は納税者，サービスの受益者など地方自治体との関係において様々な側面を有してい

る。納税者としての住民を考えた場合には，地方自治体は住民に対して説明責任を果たさな

ければならない義務がある。また，サービスの受益者の住民としては，将来の行政サービス

の水準が変化しないか，また増税や利用料・手数料の増加を通して行政サービスを受益する

ためのコストが上昇しないかなどについて関心を有する。そうしたケースでは広く行政のパ

フォーマンスについての情報ニーズが生じると考えられる。「地方公会計の整備促進に関す

るワーキンググループ［2010］」では，住民等のニーズについて以下の図表Ⅲ-1のように整

理している 。
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Ⅲ-3．基準モデルによる財務４表を用いた財務分析―滝川市の事例

ここでは，上記（図表 -1）で示された住民等のニーズに基づいた各具体的な指標につい

て，滝川市で公表されている財務４表のデータを用いて分析する。「地方公会計の整備促進

に関するワーキンググループ［2010］」に示される指標を用いる理由は，この報告書の目的

が財務書類の効果的な活用と公表の取り組みを促進し，実務に定着させることであること，

及び連結財務書類の作成手引きなどを公表してきた総務省下にある公式な組織であることに

よって多くの自治体関係者が参照していることにある。以下，住民のニーズごとに各指標を

算出し分析する。

・住民ニーズ１：将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

（図表Ⅲ-1）住民ニーズに基づいた分析の視点と具体的指標

分析の視点 住民等のニーズ 指標

資産形成度 将来世代に残る資産はどれくらいある
のか

住民一人当たり資産額
有形固定資産の行政目的別割合
歳入額対資産比率
資産老朽化比率

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適
切か

純資産比率
社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

持続可能性
（健全性）

財政に持続可能性があるのか
（どれくらい借金があるのか）

住民一人当たり負債額
基礎的財政収支
（関係指標）健全化判断比率（実質赤字
比率，連結実質赤字比率，実質公債費
比率，将来負担比率）

効率性 行政サービスは効率的に提供されてい
るか

住民一人当たり行政コスト
住民一人当たり人件費・物件費等
行政コスト対公共資産比率

弾力性 資産形成を行う余裕はどのくらいある
か

行政コスト対税収等比率
（関係指標）経常収支比率，実質公債費
率（再掲）

自律性 歳入はどれくらい税金等でまかなわれ
ているか（受益者負担の水準はどう
なっているか）

受益者負担の割合
（関係指標）財政力指数

出典）地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ［2010］，p.17

①資産の金額（連結ベース) （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 114,727,113 130,851,290 ―

石狩市 175,506,841 177,295,468 176,441,115

北広島市 ― 210,253,000 211,512,000
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総資産をみると，滝川市は他の２つの自治体と比べて少ないことがわかる。また，Ｈ21年

度には資産総額が増加していることもわかる。しかし，この資産総額は自治体の人口などの

規模によって大きく影響を受ける。

そのような自治体の大きさなどの影響を排除するために人口一人当たりの資産額をみる

と，一人当たりの資産額は，滝川市1,826円，石狩市1,854円とこの２市はほぼ同等である。

一方，北広島市は2,175円（いずれもＨ21年度）と他市よりも住民一人当たりの資産額が大

きい。

歳入額対資産比率とは，歳入総額に対する資産の比率を算定することにより，これまでに

形成されたストックとしての資産が，歳入の何年分に相当するかを示す指標である。滝川市

では概ね歳入額の3.6倍の資産が形成されたことがわかる。これは石狩市とはほぼ同等であ

るが，北広島市は滝川市よりもかなり大きい資産が形成されている。

・住民ニーズ２：将来世代と現世代との負担の分担は適当か

純資産比率は純資産総額を資産総額で割ることで算出される。貸借対照表において，純資

②住民一人当たりの資産額（連結ベース） （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 2,606 2,974 ―

石狩市 2,868 2,902 2,898

北広島市 ― 3,462 3,498

③歳入額対資産比率（普通会計ベース）

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 3.9 3.6 ―

石狩市 3.9 3.6 3.5

北広島市 ― 6.3 6.0

①純資産比率（連結ベース）

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 0.48 0.54 ―

石狩市 0.58 0.59 0.59

北広島市 ― 0.80 0.79
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産の部は資産形成のうち現世代が負担した部分を示し，負債の部は将来世代の負担を表す。

この純資産比率は高ければ高いほど良いという訳ではないという点に注意が必要である。地

方自治体が保有する資産のうち，インフラ資産などは年十年にもわたって将来世代も利用可

能なものであり，現世代も将来世代も便益を受ける。こうしたものについては，財源の一部

に地方債などを利用することで現役世代と将来世代が公平に負担することが合理的である。

したがって，純資産比率が高すぎることは将来世代も便益を受ける資産について現役世代が

過剰に負担したことを示す。一方，純資産比率が低すぎることは将来世代へと負担を先送り

しすぎていることを表す。そうした観点から，一般的に60％程度が標準だとされている。

滝川市では総資産の約50％が将来世代の負担になっており，現世代の負担が約50％と標準

の60％には届いていない。また，Ｈ20年度からＨ21年度の１年間で純資産比率が0.06上昇し

ているが，これは現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資産を蓄積したことを

意味する。北広島市では形成された資産の約８割が現役世代の負担であり，将来世代への先

送りが少ないことがわかる。

・住民ニーズ３：財政に持続可能性があるか（どれ位借金があるのか）

貸借対照表において，負債額は将来世代へと先送りされている金額を示している。滝川市

では約540億円の負債があり，住民一人当たりの負債額は約120万円程度である。北広島市で

は先述したように形成されている資産は大きいが，ここでも確認できるように負債額は小さ

い。現世代が多く負担し，将来世代へ先送りされたものが少ないことがわかる。

②住民一人当たりの負債額 （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 1,220 1,241 ―

石狩市 1,210 1,192 1,180

北広島市 ― 687 739

①負債額（連結ベース） （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 53,721,404 54,624,943 ―

石狩市 74,064,957 72,814,457 71,816,846

北広島市 ― 41,728,000 44,711,000
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基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは，公債の元利償還額を除いた歳出と，公債

発行収入を除いた歳出のバランスをみるものであり，収支が均衡していれば，負債に頼るこ

となく元利の支払い以外の支出を賄うことが出来ていることを意味する。各自治体とも悪化

の傾向にあるが，北広島市ではＨ22年度にマイナスに転じている。

・住民ニーズ４：行政サービスは効率的に提供されているか

住民一人当たりの行政コストをみると，いずれの自治体も悪化傾向にあるが，滝川市では

Ｈ21年度に大きく悪化しているが，それは補助金等移転支出が大幅に増加しているからであ

る。他団体と比較すると，北広島市では平均的に低く抑えられている。

上記の①における行政コストは，人件費や物件費など全てのコストが含まれているが，そ

のより詳しい内容について性質別に確認することができる。滝川市では，人件費こそ低下し

ているが，その他の費用がいずれも増加している。特に移転支出が大幅に増加していること

から，移転支出の増加が行政コスト増加の主な原因であることがわかる。

③基礎的財政収支（プライマリーバランス） （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 3,856,291 1,646,833 ―

石狩市 2,875,489 1,816,565 483,300

北広島市 ― 668,000 －1,800,000

①住民一人当たり行政コスト （単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 496 642 ―

石狩市 520 556 619

北広島市 ― 498 513

②性質別行政コスト（滝川市・連結ベース）
（単位：千円)

Ｈ20年度 Ｈ21年度

人件費 8,138,673 7,320,952

物件費 4,046,135 4,727,726

経費 2,848,054 3,397,071

業務関連費用 1,381,952 1,554,753

移転支出 15,675,344 21,067,963
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行政コスト対公共資産比率は経常費用をインフラ資産で除して計算するが，これは行政コ

ストの公共資産に対する比率をみることで，資産を活用するためにどれだけの行政コストが

かけられているのかを表している。平均的な値としては10％～30％の間とされているが，値

が高すぎる（低すぎる）場合には，行政サービスの水準に対してインフラ資産の整備が不足

（過剰）であるか，または一定のインフラ水準に対して行政サービスが過剰（不足）してい

ると判断できる。

滝川市では0.49（Ｈ21年度）と他団体よりも相対的に高い。インフラ資産は他の団体より

も少ないのであるが，行政コストが他団体とほぼ同水準であるためである。

・住民ニーズ５：資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

住民ニーズ５の弾力性については「行政コスト対税収等比率」という指標が例示されてい

るが，これは基準モデルでは分析できないため割愛する。

・住民ニーズ６：歳入はどれくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどう

なっているか）

これは行政サービスの提供に対する受益者負担の割合であり，経常収益を経常費用で除し

て算出するものである。これをみると，滝川市では受益者負担の割合が他団体と比べて非常

に大きいことが分かる。

ここまでいくつかの指標で滝川市の財務状況を時系列かつ他市を比較対象としてみてきた

が，以下のような特徴をあげることができよう。

③行政コスト対公共資産比率

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 0.48 0.49 ―

石狩市 0.28 0.30 0.31

北広島市 ― 0.24 0.23

①受益者負担の割合（普通会計）

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

滝川市 0.13 0.12 ―

石狩市 0.06 0.07 0.05

北広島市 ― 0.04 0.05
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・将来世代に残すことのできる資産の形成については石狩市とはほぼ同等であるが，北広島

市と比較すると少ない。

・将来世代と現世代との負担の割合をみると，滝川市では負担を将来世代に先送りしている

傾向がある。

・持続可能性（健全性）については，基礎的財政収支（プライマリーバランス）もプラスで

あり，問題は無いと思われる。また，石狩市とはほぼ同等であるが，北広島市には劣る。

・行政の効率性については，移転支出の増加により21年度において悪化が見られる。他市と

比較可能なＨ21年度でみると，効率性がやや落ちることがわかる。

・自律性の指標として受益者負担の割合をみたが，滝川市では他市と比べて受益者負担の割

合が大きい。

このように，新地方公会計制度における基準モデルに基づいて公開されている情報をもと

に一つの事例として滝川市の分析を行った。そこでは，市が今まで蓄積したストック情報及

び減価償却費や退職給付引当金なども含めたフルコスト情報について住民が知ることができ

た。従来の現金主義会計に基づいた決算情報の他に，このような発生主義会計による決算情

報が加わることによって，明らかに説明責任をより良く果たすことができるようになったと

評価できよう。

特に，インフラ資産や地方債などのストックを大きく抱えるようになった今日の地方自治

体のストック情報及び，キャッシュフローとは異なるフルコストの情報が入手できるように

なったことは大きな改善である。ストック情報そのものにも価値があるが，それを用いた

様々な分析指標によって今まで見えなかった自治体の姿をみることができるようになってい

る。

Ⅲ-4．財務分析からみえた基準モデルの課題

基準モデルに基づいた財務４表の分析を通して，そのメリットが明らかになった一方で，

実際に基準モデルを用いて分析をしてみるといくつかの課題がみえた。一つは比較可能性の

問題である。現行の公会計モデルとしては基準モデル，改訂モデル，東京都モデルなどがあ

るが，複数の公会計モデルがあることによって比較可能性が著しく減少する。特に改訂モデ

ルを採用している団体数と比較して，基準モデルを採用している団体は少なく，類似団体と

の比較を行おうとしても同じ市町村分類で見つけることができないケースもある 。新地方

公会計制度の定着により基準モデルを採用する団体も増えてきているが，早い段階でのモデ

ルの統一が必要になると思われる。
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また，基準モデルによる財務４表では政策目的別の情報が欠けていることがあげられる。

改訂モデルでは貸借対照表上の有形固定資産が総務，福祉，環境衛生，産業振興，生活イン

フラ，国土保全，消防，及び教育に区分されて表示される。また，行政コスト計算書でも上

記の区分に議会の区分が追加されて表示される。これによって，行政目的別に分析できると

いう大きなメリットが生まれる 。財務４表から得られる情報を政策評価に活かすことや住

民によるパフォーマンスの評価に役立てるためには，会計主体全体の情報の他に何らかのセ

グメント情報が欠かせない。基準モデルにも改訂モデルと同様に，行政目的別に表示するこ

とが求められる。

さらには，有形固定資産の表示方法についての問題も指摘できる。現在日本は高度成長期

に作ったインフラ資産の更新の問題を抱えており，住民の関心も高い。地方公会計の整備促

進に関するワーキンググループ［2010］の中でも「資産老朽化率」という指標が例示されて

いる。これは，減価償却累計額/(有形固定資産－土地＋減価償却累計額）で産出されるが，

これによって有形固定資産の耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを

全体として把握することができる。しかし，この指標を計算するためには資産の取得原価と

減価償却累計額が見やすく表示されることが必要である 。そこで，企業会計の例に従っ

て，貸借対照表の本体に取得原価と減価償却累計額の両方を総額表示する方法をとるべきで

ある。

また，同じ基準モデルを採用している団体同士でも「新地方公会計制度実務研究会報告

書」で示されている様式に従ったもので表示している団体があれば，それを簡略化したもの

を開示している団体もある。簡略化したものを開示する理由は，公式な様式が複雑であり一

般の市民にとって理解しにくいからであると思われる。しかし，住民が様々な指標を用いて

分析しようとする時には簡略化されていない方が分析しやすい 。

Ⅲ-5．その他の課題

基準モデルに限定されない現在の新地方公会計制度についての課題もある。最大の課題は

その開示が任意であることと，開示の時期についても任意であることである。新地方公会計

制度の背景として，住民が拠出した税金等についての使途について説明する説明責任の考え

方があるのであれば開示が強制されなければならないだろう 。各地方自治体は強制的に徴

収した税金の使途について説明責任を負うからである。また，現金主義による決算の結果の

ひとつである「決算カード」については毎年７月に総務省に提出することが義務付けられて

いる。そのため各自治体のホームページをみても，現金主義会計の決算の結果を利用するこ

とはできるが，新地方公会計制度についての情報は公開が遅れている 。発生主義会計によ
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る決算の情報も適時性が失われればその有用性も自ずと減少してしまう。タイムリーなディ

スクロージャーが求められる。

もう一つの課題は，行政の成果にかかる情報が無いことである。新地方公会計制度におけ

るコスト情報は非常に有益である 。しかし，そのコストによってどれだけの成果が生み出

されたのかが明確になれば新地方公会計制度の有用性も一段と高まるものと思われる。利益

という明確な成果指標がある企業とは異なり，地方自治体の成果を定義することは非常に難

しい。しかし，この問題についても継続的に検討を加えて行くことが必要であると思われ

る 。

Ⅳ．最後に

本稿では，新地方公会計制度における基準モデルに基づいた財務４表の開示状況について

確認し，また滝川市をとりあげて実際に財務４表を用いた分析を行った。そこでは，ストッ

ク情報やフルコストによる情報が大きなメリットであることを示した一方で，基準モデルや

それを含めた新地方公会計制度そのものの課題があることも明らかになった。

新地方公会計制度はまだ確立した制度とは言いにくく，本論でも確認された多くの課題を

抱えており，各地方自治体も試行錯誤の連続であると思われる。しかし，忘れてはならない

ことはこうした公会計に関する一連の改革は，発生主義に基づいた会計情報を利活用するこ

とで行政の効率化・スリム化を進めることであり，副次的に説明責任の履行を強化すること

をその目的にしていることである。

不備があるから使わないということではなく，使えるところから使って行って不備があれ

ば改善していくことが大事である。本論の後半部分についてもその試みのひとつである。そ

のようにして当初の目的である行政の効率化・スリム化，説明責任の履行強化が進むような

流れを作っていく必要があるだろう。

［註］

こうした先進自治体には，三重県，宮城県，東京都，神奈川県，広島県，京都府，鳥取県，山梨

県などがある。詳しくは，巻末の参考資料－１「都道府県のバランスシート公表」を参照された

い。

丹羽［2001］，pp.30-31。

森田［2008］，p.3。

以下，「改訂モデル」と呼ぶこととする。

経済戦略会議［1999］，第２章 ，１，(3)。

石原［1998］，p.29-30頁。

総務省［2012］。なお，この節で用いられているデータは総務省［2012］からのものである。

森田［2008］，p.12。
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より具体的には，2013年１月６日時点での総合政策部の市町村課の中の各市町村別データについ

てのページである。http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/scs/zaisei/shi-zaisei-4-1-0.htm

ここでいう確認とは，各市町村の財政のページのリンクが確認できるという意味である。基準モ

デルを採用している25団体については図表 -2を参照されたい。

当該ページでは確認することのできない97団体についても，財務書類の作成に着手している可能

性，あるいは作成済であるが公開していないという可能性はおおいにある。その可能性を検証す

るには，アンケートやヒアリングなどの調査を行うより他はないが，今回の研究ではそのような

調査をするに至っていない。今後の課題としたい。

基準モデルは改訂モデルと比較して，当初作成時の負荷が高いことから，説明責任の履行強化を

図るなどの意欲が高い団体が採用している可能性が高いと思われる。

ちなみに，総務省［2006］では，「財務書類の公表時期として例えば８月末までの作成と，その

後の検証を経て，９月議会終了時までの公表といった早期の対応が望ましい」（para.23）とされ

ている。

総務省［2006］，para.54-56。

こうした公会計先進自治体には，三重県，大分県臼杵市，熊本県宇城市，千葉県習志野市などが

あるが，それらの事例については，石原［2000］，大塚［2012］などを参照されたい。

本来，財務データの比較対象としては，その類似団体であることが好ましいと思われる。類似団

体であるか否かの判断については，団体区分（「都市」か「町村」か）と決算カードなどで示さ

れている総務省が定めた市町村類型を用いた。しかし，基準モデルを採用している団体で滝川市

と同類であるのは士別市のみであったが，作成年度にずれがあり比較対象として用いることがで

きなかった。そこで，「都市」であることと，数年分の時系列データが得られることから「石狩

市」と「北広島市」を比較対象として用いることとした。

地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ［2010］，p.17。

地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ［2010］，p.17-18。

事実，道内でみても，市町村分類が「都市」・「 －１」である滝川市と同じ団体で基準モデルの

財務４表を作成しているのは士別市しかない。その士別市とは作成年度に違いがあり今回は比較

することができなかった。

改訂モデルの区分表示の有用性について詳しくは大塚［2011］を参照されたい。

基準モデルにおいて，事業用資産の場合には，減価償却費として行政コスト計算書上に計上され

るが，インフラ資産については減価償却相当額を，行政コスト計算書には計上せずに純資産変動

計算書上で直接資本減耗として処理する。インフラ資産の表示についてもその取得原価と直接資

本減耗の総額が適切に表示されることが必要である。

住民の理解可能性を高めるために，簡略化したものを開示し，参考資料として正式な様式の財務

４表を添付する方法もありえるだろう。

事実，ほとんどの地方自治体で新地方公会計制度による財務４表の作成に着手している。開示を

強制することが各地方自治体にとって大きな追加的負担になるとは思えない。

今回財務分析で取り上げた滝川市では平成24年度現在において，公開されている財務４表は平成

21年度が最新である。また，北広島市では「北広島市の財政状況」という冊子を毎年作成してい

るが，平成23年度決算の冊子で取り上げられている発生主義会計の決算については，平成22年度

の情報が収められている。

地方自治体の活動の評価にあたってコスト情報が果たしうる役割にについては大塚［2012］を参

照されたい。

こうした議論についてはGASBのSEA報告が参考になる。詳しくは，藤井等［2003］を参照さ

れたい。
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(参考資料-1）都道府県のバランスシート公表

自治体名（作成体制など) 概 要

1987年

10月

熊本県

熊本県総務部

(財)地方自治協会方式

貸借対照表＋収支計算書（経常＋資本）。決算統計

の普通建設事業費の累計額を試算の取得価額に設定

し，後のバランスシート作成に大きく影響

1998年

３月

三重県

三重県総務部

普通会計貸借対照表＋普通会計収支計算書

94年度末～98年度末まで公表済み

1999年

３月

宮城県

(財)宮城総合研究所に委託。宮城

大学教授天明茂氏専門家及び庁内

関係課職員による合同研究pjチー

ム編成

普通会計と公営企業９会計（法適用・法非適用）と

の連結貸借対照表等財務諸表。貸借対照表＋損益計

算書＋資金計算書。91年度末～97年度末分を時系列

で公表。継続して98年度末公表済み

７月 東京都

都財政局財政課

財政再建推進プランの（別紙）として公表。普通会

計のみ対象→2000年５月に連結「機能するバランス

シート」を公表

８月 神奈川県

神奈川県財政課

普通会計のみ対象。97年末時点

道路，港湾などの公共土木施設の資産評価の際，決

算統計を使用せず財産台帳を基に時価評価を採用

８月 広島県 西日本ではじめて。インフラ外資産は減価償却を行

う

９月 京都府 府議会本会議の代表質問で荒巻知事が公表。毎年試

算することを表明

９月 鳥取県 インフラ資産を除いても，資産が負債を上回ってい

ることを公表し，財政の健全性を表明

11月 山梨県 99年度からの３年間で取り組む新行政改革大綱案に

盛り込まれ，94～98年度末まで公表

2000年

３月

滋賀県 健康福祉部門，教育部門，土木部門についても部門

別貸借対照表を試算

３月 総務省（旧自治省） 「地方公会計の総合的な財政分析に関する調査研究

会報告書」を公表し，自治体のバランスシートの統

一的な作成手法を提示

４月 岩手県

構想日本等との共同研究

バランスシートと行政コスト計算書を合わせて公表

４月 秋田県 同上 同上

５月 高知県 同上 同上

(出典)：丹羽由夏「国及び地方自治体におけるバランスシート作成の動向と今後 バランスシート作成と財

政再建」『農林金融』，第54巻，第２号，2001年，28-37頁。に一部変更を加えた。

― ―47

新地方公会計制度における基準モデルの現状と課題



(参考資料-2）

【ニーズ１についての分析】

【ニーズ２についての分析】

①資産の金額（連結ベース） (単位：千円)

②住民一人当たりの資産額（連結ベース）（単位：千円)

③歳入額対資産比率（普通会計ベース）

①純資産比率（連結ベース）
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【ニーズ３についての分析】

【ニーズ４についての分析】

①負債額（連結ベース） （単位：千円)

②住民一人当たりの負債額（連結ベース） （単位：千円)

③基礎的財政収支（プライマリーバランス）（単位：千円)

①住民一人当たり行政コスト （単位：千円)
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【ニーズ６についての分析】

②性質別行政コスト（滝川市・連結ベース）（単位：千円)

③行政コスト対公共資産比率

①受益者負担の割合（普通会計）
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